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要約:東 日本大震災の惨状を見るまでもなく、災害が予想 される地域では、災害への備えはもちろんのこと、

事前に災害後の復興に向けた検討や準備までも行っておくことが重要である。これが機能するには、まず当

事者である一般の住民に被災のイメージを具体的に伝 えることが有効であると考えられ る。そのための道具

として地震 ・津波シミュレーション解析技術の活用が考えられる。統合地震 シミュ レーションはこのために、

対象地域の建物全体をモデル化 し、地震時の挙動を解析技術を駆使 して評価 し、結果をアニメーシ ョンを用

いてわか りやす く示すように開発 されたものである。このシステムに高知県特有の条件を加味し、防災に役

立てようとする試みを紹介する。具体的には、高知県下各地の地盤情報の取 り込み、地域に存在す る建物の

構造種別や建設年代の特定、津波に対す る建物の損傷評価法の開発、津波に対する海岸林の抵抗力のモデル

化、実験による構造物に対する津波波力の評価、想定外を想定するために地震発生直後に解析を行いその結

果を活用するための超高速計算の実現である。 さらに、開発 した地震 ・津波シミュレー ション技術を地域に

役立てる活動についても紹介する。

1.東 日本 大 震 災 の教 訓

平成23年3月11日 に東北地方を襲った大津波は数

多くの犠牲者を生 じ、今 も仮設住宅での生活を強い

られている住民が多数存在 している。

被災 した地域には、復 旧・復興の計画 も確定せず、

未だに生き生 きとした街並みが甦っていない所 も

多い。産業の復興も困難 を極めている。

このような事態 を避けるために、災害が予想 され

る地域では、事前に復興に向けた検討や準備を十分

に行ってお くことが重要であるとい う指摘が各所

から聞かれる。

ところで、災害社会学の分野では、とうの昔にこ

の議論は行われていたようである。平成7年1月17

日の阪神淡路大震災後の復興の進み具合に、地域で

開きがあったために、災害社会学の分野では地域の

災害 に対 す る脆 弱 性(vulnerability)に 着 目す るだ

けではな く、災害 か ら回復 す るカ:レ ジ リエ ンス

(resilience)を強化す ることが重要で ある との議論 が

活発 に行 われていた。また、それ に基づいた防災ま

ちづ くりの活動 も行われて きたよ うである1)。

しか しなが ら、その研 究成果 は残念 なが ら東北の

被災地域 には役立て られてい ない よ うに見 える。そ

れ は想定外 とい う言葉 が象徴す るよ うに、被 害の具

体 的なイ メー ジが災害 の当事者 で ある地 域 の住 民

に事前 に伝わ らない限 り、実際の地域 活動 と して機

能 しない か らで はない だろ うか。

2.シ ミュ レー シ ョン解 析 の 可能 性

近年、様々な解析技術が開発 され、現象の事前予

測がかな りの精度で可能 となってきている。災害に

対 しては、過去の教訓に学ぶことはもちろんである
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が、都市 の近代化 が進む こ とによ り、過 去の事例 を

参照す るだ けでは予期で きない状況 も存在 す る。

東 京大 学地震研 究所 の堀宗 朗教授 は この状 態 に

鑑 み、様 々なシ ミュ レーシ ョン技術 を統 合す ること

に よ り、都 市の災害の様子 を精 度 よくシ ミュレーシ

ョンし、結果 をアニメーシ ョンな どでわか りやす く

示 す 「統 合 地 震 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン(Integrated

EarthquakeSimulation)」 を開発 した2)。 解析 のモデ

ルイ メージ を図1に 示す。以 下では、このシステム

図1.統 合 地 震 シ ミ ュ レー シ ョ ン

を活用 し、地域 防災に役 立て る試み を紹介 してい こ

うと思 う。

3.地 域 防 災 へ の活 用 の イ メ0ジ

3.1緊 急対応

津波被災のイメージが薄い地域に対 して、解析を

用いての警報が考えられる。

津波被害を度々経験 し、地震発生後、津波がすぐ

に到達する地域では常 日頃津波避難 に備えた活動

が活発に行われている。東 日本大震災においても、

従来か ら津波被害が強調 されていた三陸の沿岸で

は津波避難が適切に行われたようである。それと比

較 して仙台よりも南側の沿岸地域では、過去に際立

った津波被害が報告 されてこなかった こともあ り

想定外 という声が多 く聞かれた。

沿岸地域において、津波が到達するまでにそれな

りの時間がかかる地域も存在する。そこで、津波発

生直後に実際の津波の波源を観測 し、その波源 を用

いた津波遡上解析を超高速で行い、津波到着前に想

定 される津波遡上域を発信することで、津波遡上を

真剣に考えていない地域の人々にも実データに基

①現在地GPS取 そ

目的地到着

② 避難場所及び
③ 目印の取得 ④避難経路選択

ナビゲーション画面

◎2011Google一 画 像 ◎2011TerraMetrics,NASA,地 図 デ ー タ ◎2011SKM&C,ZENRIN

図2.「 デ ジ タ ル 皆 助 ナ ビ」 の 画 面 の イ メ ー ジ
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ついたシ ミュレー シ ョン解析 に よ り、想 定外 の津波

が間 もな く押 し寄せ るこ とを伝 える こ とがで きれ

ば と考 えてい る。

図2は この 目的 のために東京 工科大学デザ イン

学部板 宮朋 基助 教 らが開発 を進 めてい る 「津波等避

難ナ ビシ ステム"デ ジタル皆助ナ ビ"」3)のイメージ

であ る。システム完成後 は避難 の必要がない中小の

津波 も含めて、この よ うなシ ミュ レーシ ョン解 析の

計算結果の発信 を継続 的 に行 うことに よ り、予想 に

用い られ てい る津波 遡上解析 結果 と実際 の津波遡

上の対応 を 日常的 に市民 に感 じて もらお うと考 え

てい る。このよ うな継続的 な信頼 の積み重 ねが、い

ざとい う時の避難 につなが ると考 えてい る。

3.2応 急復 旧

自然災害、都 市災害及 び緊急対処事態 における 自

治体 の防 災活 動 を支援 し、被 害 の軽 減や住 民 の安

全 ・安心 の確保 のために、総 合防災情報 シ ステムな

るツール が活躍 してい る。これ は、市民か ら寄せ ら

れた被災状況 を、GISな どを活用 して一元管理 し、

よ り効率的な復 旧 ・復 興活動 に役 立て よ うとす る も

ので ある。

図3は 高知市総合 防災システムの画面イ メージ

であ る。図では各家屋 は 白地図 となっていて付加 的

な情報は無い。市職員 は、市民か らの情報 を この 白

地図 に書 き加 えてい くことで、効 率的な防災活動 を

行 ってい る。

このシステ ムに統合 地震 シ ミュ レー シ ョンで得

られた様 々な情報 を加 えることを考 えてみ よ う。地

震 が生 じた際 に観 測 され た地 震波 を用 いて統合 地

震シ ミュレー シ ョンを動かす ことで、地域 の被 害状

況 を推 定す ることがで きる。具体 的には どの地域 の

家屋の倒壊 が予想 され るか、どの地域 は比較 的地震

被害が少 ないか、な どであ る。また、津 波の浸 水域

に関 して も同様 の推 定が可能で ある し、後述す る よ

無i藤
図3.高 知市総合防災 システ ム

うに津 波 に よる家屋被 害 も推 定す るこ とがで き よ

う。 この推定結果 を総 合防災 シ ステ ム上 に表 示 し、

市民か らの連絡 に対応す る際 に、被 害状況 をイ メー

ジ しなが ら応対 がで きるよ うにすれ ば、応 対の内容

も、復 旧 ・復興作業 も大幅 に効率化 され るのではな

いだ ろ うか。

33長 期復 興

1章 で も述べた よ うに、巨大 災害か らの復 興に際

して は、多 くの努 力を要す る。関係 者 も多 く、復興

に向けて の作業 も多いた め一朝一 夕 には達成す る

こ とは難 しい。 さらに言 えば、早期復興 に向けて、

被 災前か ら適切 な対策 、いわ ゆる事前復興の考 え方

が重要 になる。これが1章 で述べた災害に対す る地

域 の同復力:レ ジ リエ ンス となる。

しか しなが ら、日々の暮 らしの中で、巨大災害後

の 自身 の 姿を想 像す るこ とはそれ ほ ど容 易い こと

で はない。昨年 には東 日本大震 災の地震規模 を踏 ま

えて、内 閣府 よ り南海 トラ フを震 源 とす る巨大 地

震 ・津波 の想 定が発表 され 、各地の震 度や津波高 さ

が公表 された。これ を受 けて県や市町村はそれぞれ

の地域 の被 害想 定や 浸水域想 定 の結果 な どを公 表

してい る。それで も、それ らの想定の結果 、それぞ

れ の地域 の被 災状況 を想 像す る ことは難 しい ので

は ないだ ろ うか。301nを 超 える津波が襲来す ると聞

か され、ただ恐れ諦 めるのでは想 定の意味 がない。

統合地震 シ ミュ レー シ ョンを用いれ ば、この よ う

な災害想定 によ り、地域 の どの建物 が地震 で倒壊 し、

あるいは津波 によ り、どの建 物が流失 して しま うの

か具 体的 なイ メー ジをアニ メー シ ョンな どで表 現

して提供す るこ とがで きる。また、災害の際の時間

的 な経過 について も知 るこ とがで きる。それ によ り、

地域 住民 は災害後 の復興 の姿や事 前 に行 うべ き策

が考 え安 くなるので はないだ ろ うか。

4.活 用 に 向 け て の 取 組 み

上述の よ うなイ メー ジの元、現在行 ってい る活動

について紹介す る。

4.1高 知 県地盤 モデ ルの導入

高 知 「ユ ビ キ タ ス(防 災 立 国)」 実 証 事 業

(http://www.geonews.jp/kochi/)4)で は高知 市 内 を対 象

として国土交通省,高 知県お よび高知市が実施 した

公共 事業 の成果で あ る地盤 ボー リングデ ー タをイ

ンターネ ッ トのWeb-GISシ ステム を利 用 して提 供

してい る。合わせ て地盤 条件 を考慮 した地表の最大

加速度分布 、震度 階分布 、最大速度分布 お よび液 状

化危険度、斜 面崩壊危 険度の評 価結果 も公 開 してい
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る。 さらに、平成24年 度 か らは高知 「選 定フィー

ル ド実証」事業 として香南市、南 国市、±佐市 、須

崎市、中土佐町 、黒潮 町を含 めたボー リン グデ ー タ

お よびそれ を用い た2次 情報 の公 開に 向けて活動

が進 んでい る。

このデ ー タを統合地震 シ ミュ レーシ ョンに取 り

込み、地盤 の影響 を考慮 した建物 の損傷 の予測や さ

らに高度 な地 震応答評 価 が行 える よ うに開発 を進

めてい る5)。図4に 統合地震 シ ミュ レーシ ョンに取

り込んだ地盤 デー タを図化 した もの を示す。この よ

うに、現在収集 され てい る地盤デ ータは地点 ごとの

情報であ り、地域 の地盤構造 を推 定す るためには更

な る検討 が必要で ある。坦在 、地域全体 の地盤 モデ

ル構 築に向 けて検 討 を進 めてい る。

4.2建 物 の構造種別 、建設年代 に応 じた解析

建 物 の地震や 津波 に対す る挙動 は建物 の構 造種

別 に よ り異な ることは もちろんの こと、建設年代 に

応 じて も傾 向が異な る。これ は、主に建 築基準法が

改定 され構造 安全性 が 向上 して きてい る ことに よ

る。 した がって 、統合 地震 シ ミュ レーシ ョンにおい

て、構造種別、建設 年代 の よ うな個別の建物 の情報

を得 ることは解析 の精度 に大 きな影響 を及ぼす。し

か しなが ら通 常の地 図デー タで は建 物 の平面形状

は判別 で きる もの の建 物 の構 造種別 や建設年 代 と

い った情報は存在 しない。

・方
、各 自治体は、それ らの情報 を把握 してい る。

そ こで、自治 体 よ りその よ うな情報 を提 供 して もら

い、解析 に反映す る作業 を進 めてい る。図5に 調査

事例 を示す。残念 なこ とに、その よ うな建物 の情報

の 中にはそ の所 在地 に関す る情報 が不十分 な場合

が多い。あ る自治体 ではその4割 のデータが どの建

物 の情報で あるか特定で きなか った。そ のため、建

築面積 や高 さとい った情報 か ら個 々のデ ー タを特

定す る作業 を自治体 と協力 して続 けてい る。

それぞれ の建物 の形状 、構造種別 、建設 年代 が特

定で きると、それ らの情報 に従 って 、地震 に対す る

図4.地 盤モ デル の検討

建物の応答や損傷の程度、津波に対する浸水量や損

傷の程度を評価する。ここで、課題 となるのは、上

述の情報だけで建物の構造解析モデルを作成す る

必要があるとい うことである。

通常、建物の構造解析モデルは建物の設計図など

の図面情報か ら作成する。しかしながら、地域に存

在する建物全体を解析 しようとする場合、全ての建

物の設計図を手に入れ ることはほぼ不可能である。

したがって、限られた情報か ら建物の構造特性を推

定する方法を確立する必要がある。

坦状の統合地震シミュレーションでは鉄骨構造

と鉄筋コンクリー ト構造に関 しては、構造種別、建

設年代か ら非線形構造解析モデル を設定する方法

を提案 し、運用 している。これにな らって、木造建

物に関して、建設年代からの非線形構造解析モデル

を設定する方法を検討 している6)。また、柱は り接

合部に金具を用いない土佐伝統の木造建物につい

て も地震時の挙動が再現できるよ う検討を行って

いる7)。

4.3津 波に対する建物の損傷解析

地震動 に対す る建物の応答 と同様 に津波に対す

る建物の挙動の評価についても検討を始めている。

津波に対する建物の構造被害については、経験的に

木造建物に関 しては津波が地上2mを 超えると被

害が避けられないとされている。鉄筋コンクリー ト

造建物の津波被害に関 しては、津波避難ビル に対す

る構造要件 としてまとめられている。これらの情報

を参照 し、津波による建物の被害を解析的に予測す

る検討を行っているR)。図6に 津波に対する構造解

析モデルの例を示す。この例では、津波により、建

物のピロテ ィ部分が破壊す る現象 を解析できるよ

うになっている。

地震応答解析 と同様に、限られた情報から地域に

存在する建物の津波応力解析モデルを作成 し、それ

らの津波に対する損傷状況が推定できるよう解析

し
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図6.津 波応 力解析モ デル

6.4m

手法の整備 を続 けている。これによ り津波被災後の

街並みの状況が予想できるようなると期待 してい

る。さらに、津波に対する地域の脆弱性についても
一般市民にわか りやす く伝えることができればと

考えている。

4.4海 岸林の復元力特性

シミュレーシ ョンを行 っても、それが現実と異な

っていては、地域防災に誤った判断を与えてしま う

可能性がある。解析の妥当性を確保するために、実

験的な研究も行っている。
一つ 目は海岸林の倒壊耐力 に関す る現地試験で

ある9)。

日本沿岸各地では防風、飛砂 ・飛塩防止、防霧機

能等の防災機能を果たすため、古 くから海岸の植林

が進められその土地な らではの景観 を形作ってき

た。この海岸林は津波の際にも波力を弱め、また船

舶 などの浮遊物の侵入 を防 ぐな ど東 日本大震災に

おいても防災に多 くの役割を果たしたことが確か

められている。

現在、様々な津波遡上解析が行われている。一般

的に行われているのは、地上部の構造物などを無視

して、地形データのみから津波遡上解析を行 うもの

である。一般に地上構造物が存在す るとそれだけ津

波の遡上が抑制されるため、地上構造物を無視 した

図7.樹 木引 き倒 し実験の概 要

解析は津波の遡上域を広めに評価 し、防災計画上は

安全側の評価になるものと考えられる。しかしなが

ら、地上構造物の影響で津波の遡上が抑制されれば、

行き場 を失った海水が回 り込んで浸水量が増 して

しまう地域も存在する。そのような地域にとっては

構造物の存在 を無視 した評価は危険な評価 となっ

ている可能性がある。

同様に、海岸林の影響 を考慮 した津波遡上解析を

行 うことは、地域の津波被害予測を行 う上で、重要

な作業であると考えられる。ただし、海岸林の効果

は限定的であり、津波の規模によっては樹木が根 こ

そぎ流されて しまい、その機能を失ってしま う。そ

のため、海岸林の効果と限界の両方を加味 した検討

が大切である。

海岸林 を考慮 した津波遡上解析 を行 うためには

海岸に植 えられた一本一本の木をモデル化 し、それ

ぞれの海外林の津波 に対す る挙動 を適切に表現す

ることが必要である。そのため、実際に海岸 に赴 き

海岸に植 えられた樹木を引き倒 して、その復元力特

性を計測する作業を行っている。樹木引き倒し実験

の概要を図7に 示す。実験では海岸の樹木を実際に

ロープで引き倒 し、樹木が倒伏するまでのカや変形

を計測することで、樹木の復元力特性を評価す る。

今後、その復元力特性の定式化を行い、海岸林を考

慮に入れた津波遡上解析を行 ってゆく予定である。

4.5津 波遡上実験

も う一つは津波の遡上の様子を実験にて検討 を

行 う津波遡上実験であるlo)。

津波の解析では、津波の遡上域を明らかにするこ

とはもちろん大切だが、津波により建物に作用する

カを明 らかにすることが、津波に対する建物の安全

性を評価するうえで大変重要である。

津波荷重に関 しては、実際の津波被害の状況から

図8.津 波遡上実験 の様子
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津波の浸水深 と建物に作用す る荷重の関係 を明ら

かにしようとする試みが行われている。これ らの研

究では建物の耐力、建物の被害状況から建物に作用

した外力を推定 し、この結果 とその地域の浸水深 と

の関係を明らかに しようとしている。

これに対し、現在行っている実験は、一様勾配を

持った水路に津波に相当する波を起こし、その波が

水路をどのように遡上していくかを観測 している。

実験の模様 を図8に 示す。本格的な津波実験施設を

準備することが難しかったため、本実験は隣接す る

片地小学校のプールを借用 して行った。この極めて

原始的な方法では、津波の波形まで制御す ることは

できないが、津波の一般的な特性は再坦でき、ビデ

オなどを用いて津波の性状に関する計測 もできる

ことが確認できた。

今後は、水路の陸域に建物を設置 し、建物に作用

する圧力を実際に計測 し、解析で得 られる圧力との

関係 を明らかにする実験を計画している。さらに建

物の形状や配置、複数の建物が存在す る場合の水の

流れや建物に作用す る圧力を観測す ることも計画

している。これ らの実験には精度が要求 され るため、

次回の実験では外部の本格的な津波実験施設 を借

用 しようと考えている。

4.6解 析の高速化

3章 で述べた ように、シミュレーション解析を地

震発生直後に観測 された地震波形や津波波源を用

いて高速に行えば、防災に大いに役立つ ものと期待

できる。このため、シミュレーション解析技術の高

速化 に取 り組んでいる。具体的には高知工科大学に

設置 したスーパーコンピュータの計算能力 を最大

限に活用することである。

スーパーコンピュータには2種 類の計算ユニッ

トが装備 されている。ひとつはCPUと 呼ばれるパ

ソコンにも用いられている計算装畳である。メモ リ

の管理か ら計算の同期な どあらゆる操作が うまく

ゆくよう管理されている。もう一つはGPGPUと 呼

ばれるもので、本来パ ソコンからの出力を画面に表

ユ罰;渥

ユooc:

と.5つ ・ ・ 乙「5

工きOP

:=

;

モノ

示す るた めの信 号 の処理 を行 うた めに開発 され た

もので、CPUと は異 な りメモ リの管理や計算 の同

期 な ど複雑 なこ とは一切行わず に、与 えられた計算

をひたす ら行 う。そのため、その演算時間は格殺 に

早い。例 と して図9に 単純なマ トリックスの乗算 に

つ いて、CPU(IntelXeonProcessorE5645)に よる演

算 時 間 とGPGPU(TeslaM2050)に よる演算 時間 を

比較 して示す。マ トリソクスのサイズ にも依 存す る

が凡そ1000倍 程 度の速 さで演算 を行 うことがで き

るこ とがわか る。

統合地 震 シ ミュ レー シ ョンは都 市全体 を解析す

るた め、個 々の建物の解析 は複数のCPUに 分散 さ

せて計算す るこ とで、解 析時間の短縮 を図ってい る。

さ らに、個 々の建 物の構 造解 析 についてはマ トリッ

クス演算 な ど基本的な解析部分でGPGPUを 用いた

並列 計算 が行 える よ う開発 を進 めてい る ところで

ある11)。

津波遡 上解析 につ いて も同様 にスーパ ー コン ピ

ュー タで の高速演算 を 目標 に既往 の遡上解 析 プ ロ

グラムの オブ ジェク ト分析 を行い、今 後の並列計算

プ ログラム作成 に向けて取 り組んで いる12・13)。図10

に完成 させた津波解析 のクラス構造 を示す。この よ

うな分析 か ら、津波の水位 や流速の解 析 を行 う各計

算格子 の演算 は独 立 に行 え るこ とが 明 らか になっ

た。この特性 を利用 してGPGPUを 用 いた高速演算

が行 えるよ う、開発を進 めてい く予 定であ る。地震

発生直後 に高速演算 を行い、津波到 来前に シ ミュ レ

ー シ ョン解析 結果 を公表 で きる ことを楽 しみ に し

て いる。

4.7統 合減 災マネ ジメ ン ト研 究室

大学 で行 ってい る防災 に関わ る様 々な研 究 を地

域防災 に役立て るた めに、地域 連携機構連携研 究セ
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ンターの 中に統合減 災マ ネジ メン ト研 究室 を設置

してい る14)。これ までに示 したシ ミュ レー シ ョン解

析 技術 も当然地域の減 災 に役立 てようと考 えている。

ここで 目指 してい るのは、減 災に役 立つ最先端 の

技術 を導入 す ること。導入 した技術 を高知県各 地に

適 用す ること。適 用 した結果 を各地に発信す ること。

そ して、技術 を学 内に とどめるので はな く、技 術そ

の もの を学外に展開す ることで ある。

この一環 と して、高知 県沿岸19市 町村 の津波遡

上解 析 を実施 した。また、検討 を行 った津波遡 上解

析 結果 はア ニメー シ ョンに して地方 自治体 だ けで

はな く一般 の希望者に対 して も公開 してい る。

また、津波解析技術 を身 に付 け よ うとい う企 業に

対 しては、解析 ソフ トの利用 方法 を講習 し、実際の

業務 に役立て られ るよ う協力 を行ってい る。これ に

よ り、それ ぞれ の地域 のニーズに即 したシ ミュ レー

シ ョン解析 が数多 く行われ、地域 の回復 力向上に シ

す ることがで きれば、 これ以上の喜びはない。

5.お わ り に

ここまで、シ ミュ レーシ ョン解析 をべ 一ス とした

防災への取 り組 み について紹介 して きた。統合 地震

シ ミュ レー シ ョンの ソフ トを高知 工科大学 に導 入

したのは一昨年 夏の ことであ る。同時期 に津波解析

の ソフ トを東 北大学今 村文彦 教授 の研 究室 よ り導

入 し、高知 県が抱 える地震 リス クに関す るシ ミュ レ

ー シ ョンを行 う体制 を整 えることがで きた。これ を

実際の防災 に役 立て るには、地域 に即 したデータを

用いて、地域ニー ズに即 した ア ウ トプ ッ トを、地域

住 民 に伝 わ る形で提示 してい く必要が ある。

災害は明 日に も襲って くるか も しれ ない。それ に

対 して、研 究の歩みは遅々 としてい るが、地震 ・津

波に よる死者 を0と し、被 災後 も各地域 が生き生き

と復 興 を成 し遂げ られ るよ う、努力 を続 けてい こ う

と思 う。
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Abstract: Seeing the tragic state of the Great East Japan Earthquake, it is important to carry out not only the preparation 

to a disaster, but also the examination and the preparation towards the reconstruction in advance. For this functioning, 

concrete image of suffering a calamity can be good information to the ordinary residents who are the stake holders. In 

order for that, use of earthquake and tsunami simulation can be considered. Integrated Earthquake Simulation (IES) is 

the tool for this purpose, which consists of modeling of the whole building of the region, evaluation of the response of 

each building to the earthquake, illustration of the result using animation. The activities for utilizing the IES for disaster 

prevention considering the condition in Kochi are introduced. Issues are taking in of the soil information, specification 

of structure classification and construction age of buildings, development of the damage evaluation method of a 

building to tsunami, modeling of the resistance of a coastal forest to tsunami, experiment study of tsunami wave force 

and realization of ultra-high-speed computation to analyze immediately after an earthquake and to utilize the result 

before the accident. Moreover, the activity to utilize the developed earthquake and tsunami simulation technology is 

presented.
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